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1. はしがき
米国において，セグメント別財務報告が制度化されたのは， 1976年12月に
公表された財務会計基準書 (SFAS)第14号に基づくものであった。その場
合のセグメント別財務報告は基本財務諸表を構成する主要な部分として取扱
われている。
企業の経営成績並びに財政状態の把握のため，投資家は，通常，財務諸表
が記載されている株主宛年次報告書を主として用いる。株式公開会社におい
ては，米国の場合，米国証券取引委員会 (SEC)により提出が義務づけられ
ている有価証券報告書 Form10-Kが株主にとって無償で入手可能なシス
テムになっている。そのため，株式公開会社の株主の場合には，一般に，株
主宛年次報告書 (AnnualReport)と Form10-Kの両者のデータにより
企業の業績把握を行うといわれている。
SECへ提出の Form10-Kは各種の法律・規則 (Law,Rule, Regulat-
ion)等により規制されている。 これらの規制は株式公開会社の株主宛年次
報告書の財務諸表及びその他の記載項目・内容，記載方法等にまで及んでい
る。従って，企業の財務諸表及びその他の財務データの理解には， SECに
よる各種の規制並びに Form10-Kの記載要件・内容の理解が必要である。
とくに， 財務諸表と Form10-Kとの記載項目の相互関係を理解し把握し
なければならない。このような課題について，今日では， SECはForm10 
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-Kと株主宛年次報告書の相互関係を重視し， それら記載事項の重複を少し
でも避けるため， 「相互参照 (crossreference)」の方式を採用している。
このため， 株主宛年次報告書と Form10-Kとの共通の記載事項の概要に
ついて理解し把握することが，まず必要である。
セグメント情報の開示については，先にみてきたように，企業自体の立場
よりも，企業を取巻く外部環境条件の変化並びに企業部外者からの要請によ
り，それの開示が実施されるようになってきた。最初のセグメント情報の開
示はむしろ非会計的側面からの開示であった。それが年度の経過にともない
徐々に会計的側面とのつながりを深めることになり，さらに，セグメント会
計情報としての開示が重視されるようになった。この年度経過的な発展に
は， SECによる段階的な指導・規制が大きな影響を与えている。その意味
でも，株主宛年次報告書におけるセグメント情報の開示をみるだけでなく，
SECによるこれらに関する規制の推移及びそれにもとづく Form10-Kに
おけるセグメント情報開示の推移とを結びつけて，セグメント情報の開示を
理解しなければならない。株主宛年次報告書における財務諸表の内容は GA
AP, とりわけ FASBの財務会計基準書によって影響をうけるが， Form10 
-Kの内容は SECの諸規制によって大きく影響をうける。このことは，両
者におけるセグメント情報開示についても典形的にあらわれている。従っ
て， 歴史的な年度経過をみると，株主宛年次報告書と Form10-Kとにお
けるセグメント情報の開示が，年度によって相当異なっていたことに注目し
て，セグメント情報開示の全体像を把握する必要があろう。
このような考え方から，ここでは，セグメント情報の開示に関連した SEC
の諸規制について， 特に， それに関連する Form10-Kにおける開示面の
規制並びに株主宛年次報告書の記載事項に関連した規制に注目していきた
い。このように，セグメント情報の開示に関連する SECの各種の関連する
諸規制の年度経過的な改正の経過の概要を，次節以降でみることにする。
なお，以下の年度経過的な各節の区分は，セグメント情報の開示面からみ
て特色があると思われる各年度によって整理することにしたい。
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2. 1969年6月以前の SECの取扱い
1969年7月に， SECは1933年証券法 ReleaseNo. 4988により「事業の種
類別 (lineof business)」の情報開示を Sl等の登録届出書 (registration
statement)の中で行うことを義務づけた。それ以前には，この種類別の特
別な情報の開示要求はなく，損益計算書における一定割合以上の収益，原価
を区分表示することのみを定めていた。これは収益形態区分を中心にした一
定割合以上の区分収益，区分費用を損益計算書において分別表示する考え方
であった。
収益，原価の区分開示について，ホールビイツ及びコロドニィによれば，
SECは1930年代の中頃， FormA-2 (後の Sl)の記載に関連して，総売上
の主要な分類を開示する規定を設けていた。さらに， 1949年には， Form10 
-Kの中で，総収益に対する15彩以上の貢献した各種類別 (eachline)の収
益の相対的重要性を表示することを要求していた。そして，そのことが株主
宛年次報告書の中でセグメント収益データを取入れた初期の具体例となって
いる，と述べている！）。これをみると，やはり， 区分収益，区分原価の最初
の開示にも， SECの大きな影響を読みとることができる。
その後の FormlO-Kでの取扱いは，損益計算書における区分 (division)
として商品 (goods)の売上からの収益と， サービスからの収益とのそれぞ
れの額が，それら合計額の10%以上になる場合（売上5,000万ドル以上の企
業に適用）には，それらを分離して開示しなければならない。これらの分離
(segregation)は，企業業績の聰明な (intelligent)予測と評価のために必
要であると，プレビッツは述べている2)。
1) Bertrand Horwitz and Richard Kolodny, Financial Reporting Rules a叫
Cor_加rateDecisions: A Study of Public Policy, Creenwich, Connecticut : JAi 
Press Inc., 1982, p. 53. 
2) Gary John Previts, The Development of SEC Accounting, Reading, Massa-
chusetts: Addison-Wesley Pub. Company, 1981, pp. 36-37. 
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なお，損益計算書における区分表示について，後に， SECは Regulation
S-X, のRule5. 03(c)において，有形製品 (tangibleproduct)の売上，公
共用役 (publicutilities)の収益，その他の収益のそれぞれが，売上及び収
益の合計額の10彩以上になるときは，その収益項目と，それに関する原価又
は費用項目を損益計算書において区分表示することを求めていた。しかし，
ラパポートによれば，これは製品種類 (productline)別に利益の開示を求
めたものでない，と述べている鸞
損益計算書における収益形態区分を中心とした区分収益，区分原価の分離
したものの区分表示のみも，広義のセグメント情報の開示になるのか，ない
しは「事業の種類別」情報の開示になるかが問題である。しかし，それには
否定的な考え方が一般に強いようである。この年代は，やはり「事業の種類
別」情報開示そのものよりも，その前段階を示すものと考えられる。
3. 1969年 7月の SECによる「事業の種類別」情報の開示要求
「事業の種類」別情報の開示問題は，既に概略みてきたように， 1965年前
後より1969年にかけて， SEC, FTT, AICP A 等による様々な動きがあっ
た。 しかし， SECによるこれに関する規則改正としては， 「事業の種類別
(line of business)」情報開示に関する改正提案がまず1968年9月4日付の
Release No. 33-4922によってなされた。 この提案がベースとなって確定
公布されたのが，後の1969年7月14日付の 1933年証券法 (SecuritiesAct) 
Release No. 4988による規制である。
この ReleaseNo. 33-4988により， 1969年8月14日以降の SECへの登
録届出書 S1,S7及び10に， その記載要件として「事業の種類別 (lineof 
business)」の情報開示が要求された。
ラパポートによれば，その開示は FormS-1の「叙述的区分 (narrative
3) Louis H. Rappaport, SEC Accounting Practice and Procedure, New York: 
Ronald Press Company, 3rd Edition, 1972, p. 18• 23. 
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section)」の中であり，項目 (Item)9の「直近5年間の事業の記述とその
展開」の箇所にそれが記載される。そこに事業の種類別のある種の情報を開
示することが要求されている％
この「直近 5年間の事業の記述とその展開」に関する記載事項は，概略，
次の通りである。
まず， (a)「事業の一般的展開 (GeneralDevelopment of Business)」
は，事業に関する概要とその展開に関する叙述的な説明部分である。
次いで， (b)(1)と(b)(2), (c), (d)が「事業の種類別」情報に関する内
容の中心になるものである。
「(b)(1)事業の種類別に関する情報
登録会社および子会社が2つ以上の事業の種類に関与するときは，直
近 5事業年度か， 1966年12月31日以降終了事業年度かのいずれか短い方
の事業年度について，
各事業の種類に帰せられる (i)総売上と収益 (i)所得税および非
経常項目控除前の利益（または損失）の概算額か，百分比かを表示する
こと。ただし，それは直近2事業年度のいずれかにおいて，
(A) 総売上と収益との10%以上
(B) いずれの事業の種類の事業活動から生ずる損失を控除しないで計
算された所得税および非経常項目控除前の利益の10%以上，または，
(C) 上の(B)で示された利益金額の10%に等しいか，またはそれを超
える損失を記録した事業の種類の表示が要求される。」5)
ただし， 10形基準は5,000万ドル以上の総売上及び収益の会社に適用され
るもので， 5,000万ドル未満の会社には15%基準が適用される。ついで，
「(b)(2) 製品またはサービスの種類 (class)についての情報
上記 (1)において指示された事業年度について，直近2事業年度のい
4) Louis H. Rappaport, op. cit., p. 8• 3. 
5)末尾一秋著「事業別財務情報会計＿セグメント・リポーティングに関連して
ー」森山書店 1979年 65-66頁。
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ずれかにおいて，総売上と収益とに10%以上貢献した同種（または類
似）製品 (similarproduct)またはサービスの各種類 (class)の総売
上高と収益金額または百分比を表示すること。」6)
さらに，上記の事業の種類別の情報に密接に関連するものとして，次に，
「(c) 登録会社および子会社の事業の相当部分が， 単独の顧客または極々
少数の顧客に依存し，そのうちのいずれかの損失が登録会社に著しく不
利な影響を与えるときは，顧客または複数の顧客の名称と， もしあれ
ば，それらと登録会社との関係にかかるその他重要な事実，および事業
の登録会社に対する重要性が示されるべきである。
(d) 登録会社およびその子会社が，国外で重要な営業活動を行ってい
るか，あるいは，売上または収益の重要な部分が国外の顧客からえられ
ている場合には，事業のその部分の登録会社に対する重要性，およびそ
れにともなう危険性に関する適切な開示がなされるべきである。実行可
能であるかぎり，かかる事業の売上および相対的な収益性に関する情報
を提供すること。」7)
さらに， (e)法的訴訟の手続中で，登録会社の利益または財政状態に可な
り大きな影響を与える恐れがあれば，簡単にそれを説明すぺきことが規定さ
れている。ついで，
(f)として， SECが登録会社の要求にもとづいて，また投資家の保護にな
らない場合には，ここで要求された情報を省略するか，あるいはそれと比較
可能な特徴をもつ適切な情報を，それに代えて提供することを認める，との
規定がある。
この SECによる「事業の種類別」情報としては，狭義に解すれば，上記
の規定の(b)(l)と(b)(2)のみの該当であるが，後にでた「財務会計基準書」
第14号のセグメント情報の開示要求と比較すれば，上記の規定の(b)(l)のみ
が直接該当する項目ともみられる。しかし，セグメント会計情報を広義に解
6)末尾一秋著『前掲書』 67頁。
7) 「同上書J67頁。
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すれば，上記規定の(b)(l)の外， (b) (2), (c)の主要顧客の開示及び(d)の
国外 (foreigncountries)の営業活動 (operations)並びに輸出売上の開
示要求も，これに含めて考えなければならないであろう。
4. 1970年10月の「事業の種類別」情報の Form10-Kへの開
示の拡大要求
1969年7月の S1等の登録届出書での「事業の種類別」情報の開示要求に
関する規定は，登録会社が毎年 SECに提出を要する有価証券報告書 Form
10-Kでの開示要求へと拡大されることになった。それは SECが1970年10
月21日付の 1934年証券取引法 ReleaseNo. 9000を公布し， 1970年12月31
日以降終了事業年度の該当会社の Form10-K提出より，それを適用した
ためである。
これに関連して,SECは Form10-Kの大幅改正を行なった。それは従
来の Form10-Kを第I部，第I部の 2部構成に変更し，その記載内容も，
直近5事業年度の事業の種類別情報． 直近5事業年度の経営成績 (opera-
tions)の要約， 直近2事業年度の比較財務諸表， 資金運用 (sourceand 
application of funds)表等の記載へと，大幅に改正したのである％
「事業の種類別」情報の開示は，その Form10-Kの第I部の項目 1.「主
要な製品およびサービスの描写：製品，サービス，市場における変化，また
は期首からの配給方法の変化等」9)の中で， 前述の S1等の記載事項が開示
されることを要求した。しかし，この規定はいまだ株主宛年次報告書にまで
それの開示を要求するものではなかったが，これ以後，企業の中には株主宛
年次報告書の中で事業の種類別情報を任意に， 自主開示 (voluntarydiscl-
osure)を行うところが多くなってきた。 このような状況は次の1974年10月
の株主宛年次報告書における新たな開示要求がなされるまで続いた。
8) Louis H. Rappaport, op. cit., p. 14•6-14•7. 
9) ibid., p. 14°6. 
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参考のため， S1等への開示要求が行われた1969年の前年，すなわち1968
年から，株主宛年次報告書での開示が要求される1974年の前年すなわち1973
年までの 6カ年間に，株主宛年次報告書等で自発的に任意開示する会社がど
のようになってきたかの推移をみることにする。その資料としてアメリカ公
認会計士協会 (AICPA)より毎年発行されている ATT(Accounting Tr-
ends & Techniques)の統計の一部分を引用すると，次の如くである10)0
第 3-1表
摘 要 j 1968年 11969年 11970年 j1971年 j1972年 j1973年
収益情報
提示会社数 264 319 335 358 382 384 
提示しない会社数 336 281 265 242 218 216 
計 600 600 600 600 600 600 
利益情報
提示会社数 131 225 270 280 281 280 
提示しない会社数 469 375 330 320 319 320 
計 so I 600 1 600 1 600 1 600 1 600 
第 3-1表をみると， SECによる S1等への開示要求が初めてなされた
1969年から， 自主開示が徐々に増加し， さらに Form10-Kへの開示要求
があった1970年以降，その自主開示が増加している。ただし，この数値は
SEC要求の事業の種類別情報をそのまま自主開示したことを必ずしも意味
していない。 ATTの元の資料では，詳細に各種の性質のものを任意にそれ
ぞれの立場で何等かの区分整理したセグメント情報が集計されている。この
資料では，自主開示を行ったセグメント情報の開示例が次第に多くなってき
ており，株主宛年次報告書への開示要求を受け入れる企業側の環境も，次第
に熟していたものとみられる。
10) AICPAによる ATTの1972年度版により， 196朗三， 1969年， 1970年， 1971年の
数値を引用し，さらに， 1974年度版により， 1972年， 1973年の数値を引用した。
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5. 1974年10月の委任状説明書規則の改正による株主宛年次報
告書への「事業の種類別」情報の開示要求
SECは，委任状説明書規則第14a-3条を1974年10月31日付の 1934年証券
取引法 ReleaseNo. 11079により改正した。この改正により， 該当会社は
1974年12月20日以降終了事業年度分から， 株主宛年次報告書 (AnnualRe-
port to Stockholders (or Shareholders))には，次の事項を記載すること
が要求されることになった。
「① 企業の財政状態と経営成績を適切に表示すると経営者が考え，継続的
に作成された直近2事業年度の比較財務諸表
③ 財務諸表に適用される会計原則等に関して SECへ提出されたものと
の間に相違がある場合，その旨の注記
⑧ 財務諸表に対する公認会計士の監査証明
④ 直近5年間の「経営成績 (operation)」の要約と，これについての直
近3年間の動向に関する「経営者の討議と分析」
⑤ 事業 (business)の性質と範囲についての簡単な記述
⑥ 産業セグメント別，製品・サービスの種類別，国外• 国内別の営業活
動ならびに輸出売上に関する情報
⑦ 取締役・業務執行役員の職位，および各人が雇用されている組織名と
当該組織の事業
⑧ 直近 2事業年度について各四半期毎の株価（高値と安値）， 配当額お
よび主たる証券取引所
⑨ 株主の書面による要望に対して，証券取引所へ提出した Form10-K 
の写しを無償で提供する旨
⑩ 上記④～⑨の記載形式と箇所は経営者の任意であり，財務情報を理解
可能とするため表・明細表・図の使用が奨励される。」11)
1) SEC, Docket, Vol. 5, No. 12, p. 358-365. 
平松一夫著「年次報告書会計』中央経済社 昭和61年 24頁。
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上記のような記載事項は，株主宛年次報告書をより有意義なものとするた
め，従来よりも追加的な情報を要求することと，株主宛年次報告書ととも
に， SEC提出用の Form10-Kを株主に無償配布可能システムにより，そ
れを容易に入手できるようにすることであったとされている。
株主宛年次報告書に記載されるべき追加的な情報としては，上記の⑥の産
業セグメント別，製品・サービス種類別，国外・国内別の営業活動ならびに
輸出売上に関する情報の開示が要求されている。さらに，それに関する上記
の⑥の事業の性質と範囲についての簡単な説明，④の直近 5年間の「経営成
績の要約 (summaryof operation)」と，これについての直近3年間の動向
に関する「経営者の討議と分析 (managementdiscussion and analysis)」
が要求されており，その開示内容も財務諸表以外の事業活動及び財務に関す
る説明的項目をも含められている 12)0 
この1974年10月の規則改正は，財務諸表にも大きな影響を与えることにな
った。既に Form10-Kに記載要求のでていた「事業の種類別」情報につ
いて，株主宛年次報告書での記載個所，記載形式は経営者の任意とされてい
たが，これを企業によっては株主宛年次報告書における財務諸表の部に自主
開示する傾向が，以前よりもさらに大きくなってきた。
SECによる委任状説明書規則での「事業の種類別」情報の開示要求は，
株主宛年次報告書の叙述的区分 (narrativesection)で義務づけ (manda-
tory)されているものであり 13), 必ずしも財務諸表の部分に開示することが
義務づけられたものではない。しかしこの影響か，前述の如<,AICPAに
よる ATTの統計調査によっても，この情報開示要求が Form10-Kのみ
の1970年から1973年にかけても財務諸表の部に何らかの形でこれに関する情
報を開示する会社が漸増していた。さらに，株主宛年次報告書への記載要求
が適用される1974年12月20日以降終了事業年度の会社は，開示箇所が任意で
12)平松一夫著『前掲書」 28頁参照。
13) John W. Buckley, Marlene H. Buckley and Tom M. Plank, SEC Accounting, 
New York: John Wiley & Sons, Inc., 1980, p. 191. 
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あったが，何らかの形でこれに関する情報を財務諸表の一部として自主開示
する傾向が強くなっていたようである。
なお，注意すべき点は直近5年事業年度の種類別情報の開示であり，これ
は直近 5年間の「経営成績の要約」と，同じ開示期間ということになったの
である。
この改正規定は，次の改正規定が適用され1978年3月15日以降終了事業年
度より前までの事業年度に適用される。すなわち，この規定は1974年12月20
日以降， 1978年 3月14日以前終了事業年度の該当会社に引続き適用された。
注意しなければならないことは，財務会計基準書第14号の適用により1976
年12月16日以降開始事業年度の該当会社が，それを GAAPとして財務諸表
に受け入れ開示をした場合も， SEC規則上は， 1978年3月14日以前終了事
業年度まで， 1974年10月改正規定が従来通り適用された。
6. 1977年12月の RegulationS-K制度等の整備に伴うセグ
メント情報の開示要求
財務会計基準書第14号が1976年12月15日に公表され，企業はその翌日以降
開始事業年度，すなわち1977年12月15日以降終了事業年度の会社より，これ
を GAAPとして財務諸表上受け入れ，セグメント別財務報告の方式により
開示することになった。
SERはこの基準書第14号の審議中より，かねてからそれを受入れ，規定
化する方針を表明していたが， 1977年12月23日付で， ReleaseNo. 34-14306 
により ASR(会計連続通牒）第236号「産業セグメント報告 (industryse-
gment reporting)」を公表した。 それは産業セグメント情報開示のみを規
定化したものでな<,SECの総合的な統合開示のための新しい Regulation
S-Kの主要な部分を同時に担うものとして登場した点が大いに注目された。
この RegulationS-Kは， 1978年3月15日以降終了事業年度の該当会社
より適用された。これは基本財務諸表に関する開示規則である Regulation
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S-Xとセットをなすものとして， 特に， 非財務諸表に関する開示規準を定
めるために設けられたものである。
初めて制定されたこの RegulationS-Kは， ① 企業のセグメント情報
の重複開示による負担を軽減し，③ SECへ提出の S1,10-K等の提出書
類毎のセグメント情報の開示をこの規則により統一的に整理すること，⑧
産業セグメント及び地域別セグメントに関する直近5年間のデータ及びその
他のデーク，さらに，事業 (business)の詳細な記述の開示を行うことによ
り，投資家等の分析目的に役立てられることが意図されている。
この最初に制定された RegulationS-Kは，内容的に，項目 1. 「事業の
記述 (descriptionof business)」と， 項目 2. 「財産の記述 (description
of property)」のみであった。それが，後に改正を重ね，その内容が統合拡
充されることになり，主要財務データ，補足財務データ等の種々の非財務諸
表項目のデークが，数多く詳細に統一的に規定されることになる。
セグメント別会計情報に関連する RegulationS-Kの項目 (Item1)の
「事業の記述」は，次の4つの事項が中心になっている。
(a) 事業の一般的展開 (Generaldevelopment of business) 
(b) 産業セグメントに関する財務情報 (Financialinformation about 
industry segments) 
(c) 事業の叙述的記述 (Narrativedescription of business) 
(d) 国外• 国内の営業活動に関する財務情報及び輸出売上 (Financialin-
formation about foreign and domestic operations and export sales) 
上記の(b)と(d)が，財務会計基準書第14号とほぽ同じ内容のものを要求
している。しかし， SECは上記の(c)のうち14J, (c) (1) (i)の主要製品・サ
ービスが連結収益の10彩以上の割合を占めるとき，それに関する直近5年間
の同種（類似）製品 (similarproduct)及びサービスの主要な種類(class)
14) (C)の叙述的記述は， (1)として (i)から(x)までに細分されており，産業セグメ
ントの重要性，季節的変動の程度，原材料の仕入先，製品の受注残高，事業におけ
る競争関係，その他の事頂の文章で説明する事頂が定められている。
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別の収益額，あるいは連結収益額に対する割合を開示することと，さらに，
(c) (1) (vii)の主要な顧客に関する情報の開示が，セグメント別財務情報の
開示として要求されている。
Regulation S-Kの項目 1のセグメント情報に関する事項は，基本的には
1969年以来の「事業の種類別」情報の開示の構想を引継ぎ，さらに財務会計
基準書第14号のセグメント別財務報告の内容をも包摂拡充したものである。
従って，従来の「事業の種類別」情報開示の単なる延長線上でもなく，この
Regulation S-Kの要求は，財務会計基準書第14号の内容よりもさらに多く
の内容をもったセグメント情報の開示を求めている。この1978年3月15日期
以降適用の RegulationS-Kと， FASBの基準書第14号とでは，主として，
支配的セグメント (dominantsegment)及び主要な顧客に関する開示の取
扱いが相違している。さらに，主要製品・サービスの種類別収益の開示要求
もSECによる特有なものであり，基準書第14号の開示要求とは異なる。さ
らに注意すべきことは，基準書第14号で要求されている産業セグメント別の
減価償却費及び資本的支出額の開示は RegulationS-Kでは要求されてい
ない。
上記のような RegulationS-Kによるセグメント情報の開示要求は，
SECへの提出書類すなわち， S1,10-K等への記載上の要件としてのみで
なく，同時に，株式公開会社に対しては，委任状説明書規則により，株主宛
年次報告書における記載要件としても開示が要求されている。
株主宛年次報告書と最も関係の深い Form10-Kについてみると， Form
10-Kの第I部の項目 1.「事業 (business)」の箇所に，前述の Regulation
S-Kの項目 1. 「事業の記述」の事項のすぺてが，記載されなければならな
いことになっている。
さらに， SECによる委任状説明書規則により株主宛年次報告書に記載さ
れることが要求されている項目は， 1974年10月に公表された ReleaseNo. 
34-11079により定められたものであり，これが1978年3月15日以降終了事
業年度に適用される RegulationS-Kによる記載においても該当する。 こ
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れは前述の1974年12月20日以降終了事業年度の適用と同じであるが， 今一
度，セグメント情報の開示に関連するとみられる事項を再述すると，次の通
りである。前述の番号に従って述べると，
④ 直近 5年間の「経営成績の要約」を記載すること，それには，直近 3年
間の「経営者の討議と分析」においてそのことを記載すること。
⑥ 事業の性質と範囲について，簡単な説明を記載すること。
⑥ 産業セグメント別，製品・サービスの主要な種類，国外• 国内別の営業
活動並びに輸出売上に関する情報を記載すること。
従って，委任状説明書規則では，その記載項目が1974年12月期より1978年
3月期にかけて同じであるが，その記載内容は前述の如<Regulation S-K 
により，セグメント情報の開示内容がより拡充整理されている。それは財務
会計基準書第14号の内容を大幅に取入れたことによる。
以上の如<,Regulation S-Kの項目 1により， SEC宛の Form10-K 
と株主宛年次報告書におけるセグメント情報の開示に関する記載事項が同じ
扱いになってきた。その意味では，セグメント情報の開示内容が， Form10 
-Kと株主宛年次報告書でそれぞれ別箇所はあるが，重複して記載されるこ
とが要求されることになる。ただし， RegulationS-Kは株主宛年次報告書
の財務諸表の部か，又は他の箇所か，のいずれかに記載する箇所を指定はし
ていなかった。しかし， GAAPに従って作成される財務諸表におけるセグ
メント別財務報告，すなわち，財務会計基準書第14号に準拠したセグメント
別財務報告を行った場合には， Form 10-Kにおける RegulationS-Kに
よる記載事項との重複を避ける規定を設けている。それは RegulationS-K 
の項目l(b)(l)に対する指示 (instruction)及び項目 1(d) (2)に対する指示
において，財務諸表の中でセグメント情報が開示された場合は，財務諸表の
中で，この種のデータに対する相互参照 (crossreference)の旨を記するこ
とにより，重複記載を省略することが認められた。
Regulation S-K のセグメント情報の開示にあたっては附録 A(Appen-
dix A)及び附録 B(Appendix B)において具体的な表示形式を示してい
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る。
附録 Aでは，産業セグメント及び製品又はサービスの主要な種類に関す
る財務情報として，①外部顧客に対する売上，Rセグメント間の売上又は振
替，⑧営業損益，④固有資産，の4つについて産業セグメント別の区分表示
を， 5カ年間分記載する表示形式となっている。
附録 Bでは， 国外及び国内での営業活動及び輸出売上に関連して，①外
部顧客に対する売上，R地域間の売上又は振替，⑧営業損益，④固有資産，
⑥輸出売上，の 5つについて地域別区分の区分表示を， 5カ年間分記載する
表示形式を示している。
さらに， SECは1978年3月3日付の ReleaseNo. 34-14523により，
ASR 244号を公表している。 これは産業セグメント報告における単一産業
セグメント表示の問題に関連して，次の 5つの特定業種における具体的セグ
メント区分の取扱いを指示したものである。それは，① 電子及び電気製品
業，R林産品業，⑧ 化学製品業，④ 製薬品業，⑥ 不動産及び損害保険
業であった。その趣旨は簡単に単一産業セグメントの扱いをしないようにと
の警告であるとみられている。
以上のように， 1977年12月の RegulationS-Kの新しい制定に伴って，
セグメント情報の開示要求が大きく整備されることになった。
7. 1980年9月の統合開示制度のための諸規則の改正に伴うセ
のグメント情報の開示要求
1980年9月に， SECは統合開示制度 (integrateddisclosure system) 
の構築のため，従来の開示制度を根本的に見直し，その簡素化と整備改善を
図るために大幅な規則改正を行った。この改正は， 1980年12月15日以降終了
事業年度の該当会社より適用された。
統合開示制度は，次の二つの統合整理を図る目的をもっている。そのーは
1933年法による S1等の登録届出書と， 1934年法による有価証券報告書
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Form 10-K等とによって要求される同じ記載項目についてその内容を整理
統一することと。その二は Form10-Kと， 株主宛年次報告書とにおける
財務諸表の記載内容を整理統合することであった。その意味でも，この改正
は SEC規則に関連した広範囲の領域に亘るものである。ここでは，セグメ
ント情報の開示に関連して，その記載内容について Form10-Kと株主宛年
次報告書との整理統合の問題を考察したいので，上記の目的について，その
範囲をセグメント情報の開示に関するものに限定してみていくことにした。
今回の改正について， Form10-K及び株主宛年次報告書に直接かかわり
のあるものは，次の 3つである。そのいずれもが1980年9月2日付の公表で
ある。
① ASR No. 279. 証券法開示制度の統合に関連した Form,Rule, 
(Release No. 33-6231) Regulation S-K, Guide及び年次報告書の改正
R ASRNo. 280. Regulation S-Xの一般的改正
(Release No. 33-6232) 
③ ASR No. 281. Regulation S-Xに定める財務諸表に関する統
(Release No. 33-6233) ー指示
これらの改正により，次の 2つが実施可能となった。
(1) 財務諸表は Form10-K記載のものと株主宛年次報告書記載のものが，
従来必ずしも同じでなかった。今回，それが統一されることになった。
(2) Regulation S-Kの要求により， Form10-Kと株主宛年次報告書のそ
れぞれに共通の内容事項を記載することとされていたが，同じ内容事項の
ものを Form10-K に二重に記載せずに， 株主宛年次報告書に「参照組
込み (incorporationby reference)」方式によることを奨励した。
統合開示制度は，証券各法・規則の開示制度を統合し企業の開示報告の簡
素化を目指すため，株主宛年次報告書を重視しそれを拡充する方向をとって
いる。そこで，委任状説明書規則第 14a-3条，第 14c-3条によって株主宛
年次報告書に要求される情報について，この改正前後の状況をみることにす
る。 1980年9月改正の新規則とそれ以前の旧規則との比較は，スコーセンに
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よる優れた整理がある15)。セグメント情報の開示に重点をおいて，彼の整理
のうち，特に変更のあった箇所を要約的に紹介すると，次のようになるであ
ろう。
株主宛年次報告書で要求される情報
（旧規則）
1. 2年間の監査済財務諸表
2. 5年間の経営成績の要約
3. 経営成績の要約に関する
経営者の討議と分析
4. 事業の簡単な記述
5. 次の頂目の5年間の財務
情報
0産業セグメント，同種製品
・サービスの主要な種類
•国外•国内の営業活動
•輸出売上高
（新規則）
Form 10-Kと同じ内容の監査済財務諸表で， 2 
年間の貸借対照表と 3年間の損益計算書および財
政状態変動表
5年間の主要財務データ (selectedfinancial da-
ta) 
経営成績と財政状態に関する経営者の討議と分析
重要な場合には，主要な製品やサービスの受注状
況，原材料の入手可能性および新製品の状況等の
追加
次の頂目の3年間の財務情報
• 同右
なお企業内 (intraenterprise)売上に関する情報
は要求されなくなった。
• 同右
• 同右
さらに，その外，（イ） 補足的財務情報として，主要な四半期の財務デー
タ，会計処理等についての監査人との意見不一致及び監査人の交替の説明。
（口） 株式関係について従来の開示要求の外，株主数，配当政策をも記載する
ことが追加要求された。か） Form 10-Kのコビー無償提供についても，
Form 10-Kと株主宛年次報告書の記載内容が同一のときには，それの提供
が不要とされる， などの改正が行われた。
上記のうち， セグメント情報の開示に直接かかわるものは， 1. の財務諸
15) K. Fred Skousen, An Introduction to the SEC, Cincinnati: South-Western 
Publishing Co., Fifth Fdition, 1991, pp. 77-79. 
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表， 5.の財務情報である。間接的な関連がみとめられるものは， 2.の経営
成績ないし主要財務データ， 3.の経営者の討議と分析， 4.の事業の簡単な
記述である。 これらの記載内容はいずれも RegulationS-Kに具体的に規
定されている。上記の 2.は S-K項目 10,3. は S-K項目 1,4. は S-
k 項目 1,5. は S-K項目 1である。なお， 上記の 1.は基本財務諸表に
関する RegulationS-Xの規定改正によるものである。
セグメント情報の開示に直接かかわりのある RegulationS-Kの項目 1
は「事業の記述」である。その内容は， (a)事業の一般的展開 (b)産業セ
グメントに関する財務情報 (c)事業の叙述的記述 (d) 国外• 国内の営業
活動に関する財務情報及び輸出売上高の4項目である。これは1980年9月の
規則改正前と同じ項目である。内容的には，前述の如く，開示期間が5年間
から 3年間に短縮されたことと，企業内売上又は振替についての開示要求が
削除されたことが変更されている。その他は文章の表現が変った点がみられ
るが，記載内容はほぼ同じと考えられる。なお，セグメント情報開示形式を
示した附録 A,附録 Bの例示も，開示期間が3年間となり，産業セグメン
ト間の売上又は振替の例示が削除されたものとなっている。
Form 10-Kは1980年9月の改正で，従来の二部構成から，四部構成に変
更された。この改正は株主宛年次報告書との整理統合により SECにおける
統合開示制度の中核として Form10-Kを性格づけている。まず，第1部，
第I1部は株主宛年次報告書と共通する内部の部分として取扱い，第皿部，第
IV部は専門家向の内容の部分として整理した。とりわけ，共通部分の第I1部
は主として財務情報に関するものを集め，また第1部は事業の概要，財産の
説明，訴訟等の非財務諸表情報で， RegulationS-Kで要求されるものを整
理している。 Form10-Kと株主宛年次報告書との共通する記載事項につい
ては， 「相互参照」方式を認め， 参照箇所指示による組込み方式を可能とし
ている。 Form10-Kのうち，セグメント情報に関連するとみられる項目の
みを取出すと，次の通りである。
第1部項目1. 「事業」 (S-K項目 1)
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第I部項目 6. 「主要財務デーク」 (S-K項目10)
第I部 項目 7. 「経営成績及び財政状態に関する経営
者の討議と分析」 (S-K項目11)
第I部 項目 8.「財務諸表及び補足デーク」 (S-X関係及びS-K項目12)
上記の Form10-Kに関する相互参照方式に関連して注目すべき点は，
セグメント情報の開示に関連する財務諸表を規制する RegulationS-Xの
Rule 3-03(e)の規定である。
この Rule3-03(e)は， GAAPすなわち財務会計基準書第14号に従った
事業 (business)セグメントに関する情報の開示が， 3年間分の監査済損益
計算書に含められるべきことを要求している。この場合， Regulation S-K 
の項目 1の条文の指示に従ったセグメント情報が提供される場合にかぎり，
財務諸表に対してか，又は財務諸表からかの相互参照 (crossreference)に
よってそれを関係づけることができるとし，それの重複記載を避けることを
認める規定となっている。
以上のように， 1980年9月の諸改正により，セグメント情報の開示も SEC
による統合開示制度の中で，記載書類，記載項目等が整理統合された形でそ
の開示が要求されるようになった。
8. 1982年 3月の統合開示制度を実行するための Regulation
S-K改正に伴うセグメント情報の開示要求
SECは1982年3月3日付の1933年証券法 ReleaseNo. 6383により ASR
No. 306を公表した。 これによる改正は 1982年12月15日以降終了事業年度
の該当会社より適用されるが， そのタイトル「統合開示制度の実行 (adop-
tion)」の如く， 1980年9月に公表された統合開示制度の採用を促進するた
めの種々の関連事項を整理するためのものであった。その改正の範囲は幅広
<, Sl, S2, S3による登録届出書に三層登録届出書様式を採用することを
はじめ， Regulation S-K の各項目の再編成とその内容の修正等，種々の
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ものが含まれている。 ここでは， セグメント情報の開示に関連する Regul-
ation S-Kの該当項目に限定して取上げることにしたい。
まず， RegulationS-Kの項目 1の「事業の記述」は， 項目101に変更さ
れた。 この 1982年3月の改正により， S-Kの「項目」は 1桁の番号からす
べて 3桁の中項目分類制に変更された。従って又， 「財産の記述」は項目 2
から項目102に，「訴訟」は項目 5から項目103に変更されている。
セグメント情報の開示に関するものとして， Regulation S-Kの項目101
の内容をみると， 1980年9月の改正と異なる点は，次の 2点である。
① paragraph(b)では，外部顧客 (unaffiliatedcustomers)と他の産業
セグメントヘの売上又は振替を区分して，収益の計上をすることである。
1980年9月にその要求を削除したものの復活である。 これは附録Aの例
示でも，この点の記載が明示された改訂となっている。
R paragraph(c) (vii)では，従来， 顧客の名前を開示することが要求され
ていたものを，特定顧客による損失が，会社に対して全体として重要かつ
不利な影響を与える場合に限り，顧客の名前とその関係の記載を要求する
ことに改正された。
その他，セグメント情報の開示に実質的な変化を与える影響はないものと
思われるが，文章上の表現が変ったり，その記述の位置が若干変更されてい
る箇所がある。例えば， 「相互参照」は， 1980年9月改正のものが(b),(d) 
の「指示 (instruction)」の箇所で記載されていたが， (b),(d)の本文の箇
所に変更して記載された。
1982年3月の規則改正は，統合開示制度の実施のための最終的仕上げの段
階をなすものとしての規定整備であった。その意味では， Form10-Kによ
る開示情報項目と株主宛年次報告書に含めるべき情報項目との整合性もこの
規則改正によって最終的に行われたものとみられる。又，これにより， Form
10-Kと株主宛年次報告書において，特に， 財務諸表との「参照組込方式」
の採用が促進されることになった。
この改正により，以後， 1980年代の終り，すなわち1989年までは， Form
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10-Kと株主宛年次報告書における情報開示項目は殆ど変更されていない。
以上のように， 1982年3月の規則改正は，セグメント情報の開示に限定し
てみると，大きな変更はないが，相互参照による「参照組込方式」採用の道
がより整備されたものと考えることができるであろう。
9. 1983年から1989年にかけてのセグメント情報の開示要求
1983年から1989年にかけて， セグメント情報の開示に関する Regulation
S-Kの項目101の「事業の記述」の改訂はみられなかった。しかし，間接的
にセグメント情報に関連するものとして， RegulationS-Kの項目 303の
「経営者の討議と分析」における「セグメント分析」にに関する改正が行わ
れている。
SECは1989年5月に， 財務報告通牒 (FinancialReporting Releases 
(FRR))第36号を発行した。これは RegulationS-K の項目 303の経営成
績及び財政状態に関連した経営者の討議と分析に関する例示の改善に役立つ
ためのものである。これは種々の部面に亘るものであるが，本書の関連する
セグメント情報の開示に関するもの，すなわち「セグメント分析」の記述に
限定して，次にみることにする。
それは多角化セグメント企業において，重要なセグメントの収益，収益性
及び現金必要額 (cashneeds)を分析的に説明するため，「経営者の討議と
分析」の箇所で，産業やセグメント別純売上及び産業セグメント別営業利益
について， 3カ年間 (1986年， 1987年， 1988年）のそれぞれの前年度対比に
より，金額及び比率を表の上で明示し，その内容を叙述的に説明する例示を
示している。
この背景としては，財務会計基準書第94号 (1988年12月15日以降終了事業
年度より適用）により，過半数所有子会社につき異業種も連結することが要
求されるようになった。従来，一般事業会社の金融関係子会社は持分法適用
でよかったが，それが連結することを要求されるようになった。そのため，
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より複雑になった事業 (business)の理解を助けるために，この「セグメン
ト分折」を開示すことを「経営者の討議と分析」の中で行うことをすすめた
ものである。直接的なセグメント情報の開示を，間接的な形で補完させるこ
とを目的としたものとみられる。これが1983年から1989年にかけてのセグメ
ント情報の開示要求に関する特徴である。
以上の点を除いて，セグメント情報の開示要求はこの期間には殆ど変更が
なかったと思われる。そこで，セグメント情報の開示に関連して，状況の変
化はないが，この期間の開示要求の実情を，ここで念のため整理しておくこ
とにする。
株主宛年次報告書に含められる情報として， SECの委任状説明書規則の
14a-3条によって要求されるものは，次の通りである。
① 直近 2事業年度の監査済貸借対照表，直近 3事業年度の監査済損益計算
書及びキャッシュ・フロー計算表15> (Regulation S-X 関係）
② 補足財務情報 (RegulationS-K 項目302)
③ 会計及び財務開示に関する監査人との意見不一致の場合と監査人の交替
に関する情報 (RegulationS-K項目304)
④ 5年間の主要財務データ (RegulationS-K項目301)
⑥ 経営成績及び財政状態に関する経営者の討議と分析 (RegulationS-K 
項目 303)
⑥ 事業の簡単な記述 (RegulationS-K項目101の(a)
⑦ セグメント情報 (RegulationS-K項目101の(b),(c)(l)(i)及び(d))
⑧ 取締役及び役員の情報 (RegulationS-K項目401)
⑨ 登録会社の普通株式の市場価額及び配当等に関する事項 (Regulation
SK項目 201)などである。
さらに， SECへ毎期提出の Form10-Kによる開示情報項目について，
16)財務会計基準書第95号「キャッシュ・フロー計算書」の公表に伴い， 1988年7月
15日以降終了事業年度より適用され，財政状態変動表よりキャッシュ・フロー計算
書に変更された。
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委任状説明書規則の 14a-3条に従い，株主宛年次報告書に記載が要求され
る情報と共通する部分の多い第 I部 (Part I) と，第I1部 (PartII)のみ
を列挙すると，次の如くである。
Form 10-Kによる情報開示項目
第I部
項目 1.事業 (RegulationS-K項目 101)
項目 2.財産 (RegulationS-K項目 102)
項目 3.訴訟 (RegulationS-K項目 103)
項目 4.株主の投票に関する付託事頂
第I部
項目 5.登録会社の普通株式の市場価額と配当等に関連する株主事項 (Regulation
S-K項目 201)
項目 6.主要財務データ (RegulationS-K項目 301)
項目 7.経営成績及び財政状態に関する経営者の討議と分析 (RegulationS-K項目
303) 
項目 8.財務諸表 (RegulationS-X)と補足データ (RegulationS-K項目 302)
項目 9.会計及び財務開示に関する監査人との意見の不一致の場合と監査人の交替
(Regulation S-K項目 304)
第 lI1部及び第IV部項目……省略•…••
株主宛年次報告書で開示が要求されている前頁の⑧の取締役及び役員の情
報は， Form10-Kでは第皿部の項目10として要求されている。又， Form 
10-Kで要求されている項目 2.の「財産」及び項目 3.の「訴訟」は， Regula-
tion S-Kでは，改訂された中項目100の「事業」の中に含められたが，株主
宛年次報告書の中に含めることが要求される項目とはなっていない。
株主宛年次報告書及び Form10-Kで要求されている情報項目の中で，
セグメント情報の開示に関係する上記の項目は，結局，次のものに限定され
ることになるであろう。
(1) 財務諸表 (RegulationS-X) 
(2) 「事業」ないし「事業の記述」 (RegulationS-K項目 101)
(3) 主要財務データ (RegulationS-K項目 301)
(4) 経営者の討議と分析 (RegulationS-K項目 303)
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さらに，狭義のセグメント情報すなわち，セグメント財務情報として開示
要求されている直接的な狭義の関係項目は，上記の(1)の財務諸表と， (2)の事
業の記述のそれぞれの一部分に限られ，その範囲が狭くなると考えられる。
その関係について，次に取上げることにする。
まず， (1)の財務諸表における開示は RegulationS-XのRule3-03(e)の
規定によらなければならない。この規定は GAAPすなわち財務会計基準書
第14号に準拠してセグメント情報の開示が3年間の監査済損益計算書等の財
務諸表の部で行われることを要求している。 その他の RegulationS-K項
目101の規定に従ったセグメント情報の開示は財務諸表の部においてか，
又は他の事業の記述に関する区分等においてか記載され，それが明確に開示
されることを求めている。さらに，それが相互参照方式により，そのことが
Form 10-Kに記載されている場合には， Form10-Kへの重複記載の省略
が認められている。
次の(2)の事業の記述に関するセグメント情報の開示内容は，具体的には，
Regulation S-K項目101の paragraph(b), 産業セグメントに関する財務
情報，同じく (c)(1) (i)産業セグメントに関連して同種製品及びサービスの
主要な種類に関する収益情報， (d) 国外•国内の営業活動に関する財務情報
及び輸出売上高の開示が要求されている。 さらに， (c) (1) (ii)特定の主要
顧客による損失が重大な影響を与えている場合に限り，その名前と関係事実
の開示が必要である。なお，これら項目101において，上記の(b)及び(d)の
記載について相互参照方式を認める規定となっている。注意すぺきは，統合
開示制度における重複開示を避けるための「参照組込方式」を尊重する角度
から，セグメント情報の開示においても，相互参照方式が重視されているこ
とであろう。
10. まとめ
この論文では， SECによる規制面からセグメント情報の開示要求をみて
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きた。その場合，各年度によって SECの規制によるセグメント情報の開示
要求の異なった特徴がみられた。それらを今一度要約的に整理すると，次の
ようになるであろう。
(1) 1969年 7月の ReleaseNo. 33-4988により，登録届出書 S1等への
「事業の種類別」情報の開示要求である。この規定によって定められた開
示項目の大綱は， 今日の RegulationS-K項目 101のセグメント情報の
開示項目と基本的に殆ど変っていない。
(2) 1970年10月の ReleaseNo. 34-9000により， 有価証券報告書 Form
10-Kへの「事業の種類別」情報の開示要求である。この場合の記載項目
とその内容は，上記の場合と全く同じである。
(3) 1974年10月に委任状説明書規則を・ReleaseNo. 34-11079により改正
し，株主宛年次報告書に「事業の種類別」情報をも開示要求したことであ
る。その開示項目とその内容は1969年 7月の Releaseによる規制と同じ
である。しかし，委任状説明書規則の改正により，同じく「事業の種類
別」情報の開示されている Form10-Kが書面要求で株主に無償提供さ
れることになった点が重要である。株主は株主宛年次報告書と Form10-
K における「事業の種類別」情報の比較が簡単に可能となった。
(4) 1977年12月の ReleaseNo. 34-14306により， 財務会計基準書第14号
「セグメント別財務報告」をうけ，「産業セグメント報告」の名のもとに，
従来の「事業の種類別」情報の開示から文字通りセグメント情報の開示ヘ
と，開示項目とその内容を大幅に改正した。この改正により，財務会計基
準書第14号とほぼ同じ内容のセグメント情報の開示要求となったが， 1969
年以来の同種製品ないしサービスの主要な種類別の区分収益情報の開示要
求は存続した。又，主要顧客に関する情報開示要求も同基準書第14号とは
若干異なっている。なお，附録 A,Bの例示も重要である。
さらに，セグメント情報の開示が新しく制定された RegulationS-K 
の項目 1の中で位置づけられ，それが株主宛年次報告書と Form10-Kへ
の記載指針として注目された。
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(5) 1980年9月の統合開示制度のための諸規則の改正に関連して， Release
Nos. 33-6231, 33-6232, 33-6233により，セグメント情報の開示方法等が
整備された。セグメント情報の開示項目とその内容は1977年12月の Rele-
aseによるものと殆ど同じであった。しかし，セグメント情報の開示箇所
について RegulationS-X Rule 3. 03(e)により， 財務諸表の部への記
載が明示されたこと。又，それの財務諸表の部への記載に関連して， Form
10-K等への相互参照方式が整備されたことも特色である。 なおそれ以前
の5カ年分のセグメント情報から， 3カ年分のそれに改正されたのも，こ
の年度の改正によるものである。
この年度の改正は統合開示制度そのものの整備改善であり，セグメント
情報の開示はそれの一環としての改正である。従って，セグメント情報の
開示内容自体の改正は小さなものであった。
(6) 1982年3月の ReleaseNo. 33-6383による改正は統合開示制度の最終
仕上げのためのものであり，セグメント情報の開示要求面の改正は僅少で
あった。その改正点は産業セグメント間振替又は売上の開示復活と主要顧
客名の開示を特別の場合に限定したことである。セグメント情報の開示に
ついては，その「参照組込方式」採用に関連した記載方法に注目すること
が望ましい。
(7) 1983年から1989年にかけては，セグメント情報の開示そのものに関する
ものではないが， 1989年5月の FRRNo. 36により， 「経営者の討議と
分析」の項目の中で，「セグメント分析」に関する表と記述を求めている。
これは直接的な狭義の意味でのセグメント情報の開示要求ではなく，間接
的に，セグメント情報の開示を補完しようとするものである。
以上， 概略みてきたように， SECによるセグメント情報の開示要求はそ
れぞれの年度経過に従って異なった特徴をもっている。
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この論文の執筆にあたって，参照した文献は次の通りである。
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12. 浜本道正稿「アメリカの会計ディスクロージャー規制」企業会計第43巻第9号
(1991年9月）。
13. 山本紀生稿「SECの開示制度統合化の意義及び構造」大阪大学経済学第36巻
第 1•2号 (1986年 9 月）。
14. 山本紀生稿「SECの開示制度の統合化の要因と脈動」大阪大学経済学第37巻
第4号 (1988年3月）。
15. 森川八州男稿「アメリカ会計法制の動向〔下〕—-近年における SEC 開示制度の
改正一~ 企業会計第35巻第10号 (1983年10月）。
